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橋梁下部工の基礎杭（オールケーシング工法）の施工管理について
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図－１　杭頭から400下がりまで地盤改良の
実施

図－２　t ＝ 20㎜の鉄板を溶接して掘削径
を＋ 40㎜とする

図－３　コンクリート天端に重しを設置
図－４　杭鉄筋の組立定規
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東日本大震災の報告（宮城県土木施工管理技士会）
写真提供：株式会社建設新聞社（平成23年3月撮影）

遠くにJR気仙沼線

牡鹿郡女川町の建物群

気仙沼市魚市場

県道仙台塩釜線（産業道路）
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仙台城石垣

多賀城市砂押川沿い石巻市の路地

名取市植松地区本吉郡南三陸町の防潮水門
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東日本大震災の報告（福島県土木施工管理技士会）
写真提供：福島県土木施工管理技士会

福島県南相馬市鹿島区真野川河口周辺（福島原発30km付近）平成23年3月25日撮影
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福島市伏拝地内の水道管復旧

地震直後の福島県技士会 福島市森合地内の水道管復旧

福島県南相馬市鹿島区真野川河口周辺(福島原発30km付近)
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労働安全衛生総合研究所
建設安全研究グループ
主任研究員　日野　泰道

１．はじめに
　建設現場における労働災害は、近年減少
傾向にあるものの、依然として多くの死亡
災害が発生しています。本報は、先進諸国

（ドイツ、フランス、イギリス、アメリカ、
カナダ、日本）における労働災害防止の取
り組み、災害発生状況、および労働災害発
生に対する元請と下請の責任について、比
較を加えながらご紹介するものです。日々
変化する建設現場において安全管理を担当
する方々を中心に、本報の情報が少しでも
参考になれば幸いです。

２．各国における安全管理体制
　安全衛生を所轄する組織としては、日本
と同様、各国の政府機関が担当していま
す。しかし権限の範囲には違いが見られま
す。例えばドイツでは、純粋な国家機関と
は独立した機関（同業者で組織される労災
保険組合）が存在し、同機関の独自の判断
で現場への臨検が行えるほか、規則制定権
も付与されています。ドイツ建設業労災保
険組合による建設現場への臨検は頻繁に行
われており、法令違反が見つかった場合
は、違反状態が解消されるまで工事の停止
が命じられるなど、安全チェックの機能に
よる建設現場の安全性確保が一定の効果を
あげているようです。またフランスやカナ
ダにおいても、法的強制力は持たないもの
の、安全技術に関する情報提供・アドバイ

スを行う機関（前者では建設・公共事業事
故予防専門機構、後者ではオンタリオ建設
安全協会等）が一定の役割を果たしていま
す。特にカナダでは、労働災害の発生に伴
う罰則が厳しいこともあり、専門技術に関
するアドバイスを受けることのできる同機
関を利用する企業も多いようです。とはい
え、このような環境においても建設安全に
関心の低い企業も存在するようであり、そ
のような企業で働く労働者の安全確保には
頭を悩ませているようです。
　安全衛生に関する法制度については、日
本の労働安全衛生法や同規則等に相当する
ものが、いずれの国家でも存在していま
す。しかしその規則で定める程度には、各
国で違いがみられます。国家機関により詳
細な規定を定めている国家のうち、特徴が
ある国としてはフランスが挙げられます。
フランスでは、法律により規定の大枠を定
めるほか、具体的な規制の詳細を定める政
令・省令が存在しますが、法律にはＬ、政
令にはＤ、省令にはＲを条文の頭文字に用
い、条文番号の共通化を図っています。例
えば法律L8113（臨検に関する条文）の詳
細な規定はD8113、R8113という条文番号
になっていて、関連する条文を探しやすい
のが特徴です。一方ドイツでは、大枠の基準
を連邦政府が法律で定めるほか、建設現場
での詳細な規則については、ドイツ建設業労
災保険組合（現場の実情に詳しい専門業者

連載特集

安全の
はなし⑥

先進諸国における
建設現場の労働安全



−7−

2011. 5  Vol. 20  No. 3

で組織された労災保険組合）によって規則
制定が行われており、同規則違反に対して
は罰則が適用されることになっています。
　建設現場の安全管理については、特にド
イツ・イギリスにおいて、日本との違いが
みられます。これらの国では、リスクアセ
スメントの実施が非常に重視されていま
す。そのため、詳細な規定の遵守による安
全確保ではなく、むしろ現場の実情に応じ
た柔軟な安全対策の選択が許容されていま
す。例えば高所作業において、足場の組立
の有無、親綱・安全帯・保護帽の使用の有
無について、合理的な判断のもと、その取
捨選択が可能になっています。

３．元請責任と下請責任
　イギリスでは、法的に元請と下請の責任
が定められており、元請の方が下請よりも
責任が重くなっています。ただし実際の運
用では、災害原因によってその責任の所在
は異なっており、ケースバイケースとなっ
ているようです。またアメリカでは、責任
の範囲は契約により決められ、災害原因の
発生元に対して、責任が求められます。そ
のため、責任の所在は、元請と下請という
立場は関係がないようです。ドイツにおい
ても災害の直接原因となる過失を犯した側

（元請または下請）の責任となります。対
してフランスでは、元請に広範な責任が求
められており、事故の原因が下請の過失に
よるものであったとしても、責任を逃れる
ことができないといわれています。これは
元請の下請選任に対する責任があるためと
のことです。
　労災保険金については、日本では元請が
すべて負担しますが、ドイツ、フランス、
イギリス、カナダでは、従業員を雇う事業
者（元請・下請けそれぞれ）が負担してい
ます。アメリカでは契約によりこれを決め

ているようです。

４．災害発生状況
　労働災害の労働者10万人あたりの死亡災
害発生件数を、各国ごとで集計した結果を
図に示します。なお、各国の統計データ
は、その収集方法に違いがあるため、デー
タ収集方法の違いについては、付録を参照
してください。
　労働者10万人あたりの死亡者数が最も少
ない国は、イギリスです。イギリスの労災
統計データでは、交通災害に起因する事故
件数が含まれていませんが、この事を加味
しても、死亡災害が少ないといえます。ち
なみに日本では、労働災害全体の約15%が
自動車に起因する災害です。次いで死亡災
害が少ないのはドイツとなっています。こ
れらの国々では、リスクアセスメントを重
視し、一方で詳細かつ多量な規則を簡素
化・廃止する方向にあります。現場ごとに
柔軟な安全対策を実施することを許容する
点でも共通しています。一方日本で発生し
ている労働災害（死亡災害）は、これらの
国よりやや多く、労働者10万人あたりの死
亡者数は、おおよそ10人を下回る程度に
なっています。アメリカやフランスでは、
日本より多い傾向で、10人を超えている年
がほとんどとなっています。
　各国における建設工事の量には大きな違
いがありますから、このデータだけで各国
の安全性の高さを比較するのは難しいです
が、日本やフランスのように元請責任が重
い国は、それほど重くないイギリスやドイ
ツなどと比べて、労働者10万人あたりの死
亡者数が多い傾向にあるようです。このこ
とから、全て下請まかせというのも問題が
あるとは思いますが、一方で過度に元請責
任を求めるのは、事故発生防止の観点から
良くないのかもしれません。
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５． 事故発生に対する責任
　事故発生後の責任については、各国と日
本で大きな違いがあります。例えば日本で
は、労働災害に起因する民事訴訟（損害賠
償請求）を提起することが可能ですが、他
の国々では、原則としてこれを法律で禁じ
ています。これは、建設事業を行うにあ
たっては、一定の災害発生リスクが必ず存
在するものであり、そのリスクは建設業界
全体で負担すべきである、との考え方が根
底にあるといわれています。
　この他イギリスでは、法人殺人罪という
厳しい刑罰の適用可能性があるほか、フラ
ンスでは法人格剥奪とそれに伴う法人資産
の競売の可能性があります。またカナダ

（オンタリオ州）では、災害発生の責任者
（事業主や安全担当者等）の氏名と刑罰の
内容が、必ずホームページへ掲載され、労
働災害が発生した場合、ほぼ間違いなく罰
金が課されるようです。このように、日本
にはない特徴ある制度が各国で運用され、
労働災害の発生を防止するための取り組
み・工夫が行われています。

６．まとめ
　今回ご紹介した内容をまとめると、次の
通りになります。
１�）安全衛生を所轄する組織としては、日

本と同様に各国の政府機関が担当してい
ますが、それとは別組織による安全確保
の取り組みも、一定の効果を挙げている
ようです。法制度は、いずれの国において
も日本の労働安全衛生法や同規則等に相
当するものが存在しますが、より詳細な
規定を簡素化し、リスクアセスメントを
重視する動きも一部の国でみられます。

２�）元請と下請の責任については、フラン
スや日本において元請責任が重く、ドイ
ツ、イギリス、アメリカ、カナダでは、

両者の責任の違いはあまりないようで
す。労災保険金の負担については、元請
がすべて負担するのは日本のみで、今回
取り上げた他の国では、従業員を雇う事
業者が負担しています。

３�）労働災害発生状況では、リスクアセス
メントを重視し、詳細・多量な規則の簡
素化・廃止の方向にあるイギリスやドイ
ツで、相対的に災害が少ないようです。
日本やフランスのように元請責任が重い
国は、それほど重くない国に比べて、死
亡災害が多い傾向にあるようです。

４�）事故発生後の責任については、各国と
日本で大きな違いがあり、諸外国では、
労働災害に起因して被災者は民事訴訟

（損害賠償請求）を提起することが原則
として禁止されています。この他、法人
殺人罪の適用や、法人格剥奪・法人資産
の競売、災害発生の責任者氏名と刑罰の
公表など、日本にはない特徴ある制度が
運用されています。

７．参考となる情報源について
　先進諸国の建設安全に関する情報源とし
て、参考になる文献等の例を以下に紹介し
ます。

〈参考文献〉
１�）芋谷秀信、ドイツの労働、日本労働研

究機構、2001年９月
２�）保原喜志夫、フランスの労災補償
（１・２・３・４・５）、労働法学研究会
報、1981年２月等

３�）品田充儀、カナダ労災補償法改革、法
律文化社、2002年10月

４�）先進諸国の社会保障シリーズ（１．イ
ギリス、３．カナダ、４．ドイツ、６．
フランス、７．アメリカ）
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〈webページ〉
１�）ILO（国際労働機構）
　http://www.ilo.org/global/lang--en/index.htm
２�）BAU（建設業労災保険組合：ドイツ）

http://www.bgbau.de/d/pages/index.html
３�）BLS（労働省統計局：アメリカ）
　http://www.bls.gov/
４�）OPPBTP（建設・公共事業事故予防

専門機構：フランス）
　http://www.oppbtp.fr/
５�）CSAO（オンタリオ建設安全協会：カナダ）
　http://www.csao.org/home.cfm
６�）HSL（安全衛生研究所：イギリス）
　http://www.hsl.gov.uk/

付録　各国の労働災害統計の性質について

国　名 災害統計の性質
日 本 ○通勤災害や職業病は含まない。

○自営業者は含まない。
○就業者数は15歳以上の者。

ア メ リ カ ○従業員とボランティア労働者（有給）を対象とする。
○自営業者は含まない。
○州・連邦政府の活動、家事活動は含まない。
○通勤災害は含まない。
○就業者数は16歳以上の者。

カ ナ ダ ○防衛を除くフルタイム・パートタイム労働者を対象とする。
○労災保険対象として認められている自営業者も含む。
○職業病を含む。
○就業者は15歳以上の者。

イ ギ リ ス ○�イングランド、スコットランド、ウェールズ、北アイルランドで生じた従業員に
ついてのデータである。

○交通災害、職業病、通勤災害は含まない。
○就業者数は15歳以上の者

フ ラ ン ス ○交通災害を含む。
○通勤災害や職業病は含まない。
○就業者数は16歳以上の者

ド イ ツ ○通勤災害を含む。
○職業病は含まない。
○就業者数は15歳以上の者

※�統計データは、上記のいずれの国においても、国内で発生した災害を対象としている。
※�統計データは、ILOホームページから主に入手した。足りないデータについては、参考となる情報源で挙

げた機関のwebページや情報誌より入手した。

図　労働者10万人あたりの死亡者数
（建設業における労働災害）
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土木工事共通仕様書（案）の改定について

国土交通省大臣官房技術調査課
技術管理係長	 福田　勝之

トピックス

　国土交通省の直轄土木工事においては、
工事請負契約書と設計図書の内容につい
て、統一的な解釈と運用を図るとともに、
その他必要な事項を定め契約の適正な履行
を図ることを目的に、「土木工事共通仕様
書（案）」（以下、「共通仕様書」という。）
を策定しています。共通仕様書は、２年ご
とに各種基準類等と整合を図っています
が、今年度はこれらの確認に加え、受発注
者の業務効率化を目的とした取り組み等に
ついて反映し、平成23年３月31日に改定し
たところです。本項では、今回改定した内
容についてその概要を示します。

⑴�受発注者の業務効率化に関する取り組み
について

　工事現場においては、品質証明資料をは
じめとする数多くの工事関係書類があり、
その処理に多くの時間が必要でした。そこ
で、用語の定義や工事書類の位置づけを見
直し、提出が必要な書類や納品する書類を
再度明確にすることで、提出書類等を削減
することとし、より現場の実態にあった運
用が可能となるようにしました。
　また、従来、工事に使用する全ての材料
の品質証明資料の提出が必要でしたが、今
後は工事に使用した材料の品質証明資料は
監督職員等から請求があった際に提示へと
変更とするとともに、設計図書において指
定された工事材料についてのみ提出するこ
ととしました。なお、JISマーク表示製品

については、JISマーク表示状態を示す写
真の確認資料の提示等に替えることができ
るものとし、材料の品質確認行為の簡素化
を反映しました。
⑵各種基準類等との整合等について
　共通仕様書には、JISや施工管理基準な
ど約130種類の基準類からの引用がありま
すが、そのうち10種類の基準類の改定内容
について共通仕様書へ反映しました。ま
た、全国の工事において共通して特記仕様
書に記載されている特定特殊自動車に使用
する燃料の原則化について、共通仕様書へ
記載することとしました。
⑶共通仕様書の簡便化について
　共通仕様書の記載内容は多岐にわたるた
め、条文が非常に多く、記載内容が一目で
わかりづらかったことや、条文の語尾や表
現にばらつきが見られたことから、今回の
改定において、各条文へ見出しを追加する
とともに、条文の語尾や表現の統一を図り
ました。
⑷�工事請負契約書の改正に伴う用語の変更
について

　「工事請負契約書の制定について」の一
部改正について（平成22年９月）」に伴い、

「請負者」を「受注者」に変更しました。

　上記のほか、今回改定した共通仕様書に
ついては、国土交通省ホームページ（http://
www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html）
に掲載しておりますので、参照ください。
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CPDSの最近の動向

㈳全国土木施工管理技工会
事業部長兼CPDS企画運営室長　鈴木　菜穂子

1．2011年度版ガイドラインの改訂点
　CPDSはすべての申請に対して証拠書類
を確認し、審査を行っています。各審査は
ガイドラインを基に行っており、ガイドラ
インは外部の有識者からなるCPDS評議会
において審議され、毎年改訂を行っていま
す。
　2011年度の主な改訂点を以下に示しま
す。
①全ての費用は一括送金システムからの

引き落としとなり、一括送金の手数料
（２％）を無料とします。

②社内研修の定義を次のとおり変更しま
す。「受講者を一般に募らずに実施した
講習または、主催者が建設会社等（研究
会など）である講習、会場が建設会社等
である講習は、原則社内研修とします。」

③学習プログラム、履歴の申請期間を実施
後半年以内から１年以内に延長します。

④監理技術者講習の５年毎の監理技術者講
習だけが２倍ユニットとなるルールを厳
格に行うため、形態コード106を新設し
ました。また形態コード110、111の試験
は少数点第１位まで計算した平均点以上
とします。

⑤Mag CPDS（連合会機関誌による学習）
を新規に設けます（10月開始予定）。

⑥不適切な申請があった場合、個人IDを
６カ月間一時停止とします。

⑦社内研修IDの有効期限を１年から２年
に延長します。

⑧社員データIDの更新料金を下げます。

2．学習プログラム内容等に関する信頼性
の確保について

　学習プログラムの登録については、プロ
グラム資料を提出してもらい、内容が「技
術者の技術力の向上を図ることを目的とす
る」CPDSとして適しているかどうか慎重
に審査を行い認定しています。
　ガイドラインの「認定しない学習プログ
ラム例」に掲載してあるような、⑴専門分
野が違うもの、例えば計画、政策系の講習
会については、内容が土木構造物の設計と
施工にどう活かされるかを見て、そうした
観点からの講習会でない場合⑵一般の人、
労務管理者、事務系職員を主な対象とする
ためのもの、⑶通常業務に相当するものな
どは必要な知識であっても認定していませ
ん。
　インターネット学習等自宅で行える学習
については受講の機会の平等性を考慮し、
講習を受講したくても講習会に参加する時
間のとれない技術者や、都市部以外に居住
しており講習会の受講の機会の少ない技術
者等の利便性を向上させるために認定して
います。しかし、受講者の本人確認が難し
いため、このような学習プログラムについ
ては現在上限を設けることで制限をかけて
います。
　学習履歴の登録については、受講証明書
を提出してもらい、その内容が正しいかど

トピックス
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うかを精査して承認しています。
　また、虚偽の申請があった場合には利用
の一時停止などの措置をとることとしてお
り、不正な申請に抑制を図っています。

　CPDSは今後も信頼性を確保するととも
に、技術者の利便性、平等性の向上に努め
ていきたいと考えています。

土木施工管理技術者
指定技術講習用テキスト　CPDSⅠ（施工管理基礎編）
改訂第１版（平成 21年１月発刊）

１　総論
２　施工計画
３　原価管理
４　工程管理
５　品質管理
６　安全衛生管理
７　環境管理

一般価格：2,500円　会員価格：2,100円　送料込み
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機能分離型支承の反力壁コンクリートの
施工について

日本橋梁建設土木施工管理技士会
株式会社横河ブリッジ
　　橋梁工事本部工事第二部　川島　　徹
　　橋梁工事本部工事第一部　中川　　実

第14回土木施工管理技術論文紹介（優秀論文）

１．はじめに
　近年、橋梁用支承のコストダウンと小型
化を目的として機能分離型支承の採用が増
加傾向にある。
　機能分離型支承とは、従来型のゴム支承
が備えていた①荷重支持機能、②水平移動
機能、③回転機能および④地震時慣性力伝
達機能のうち、④の機能を分離し、①～③
の機能を持つ鉛直沓と、④の機能を持つ水
平沓（ゴムバッファ）の２種類の沓を備え
た支承装置であり、これにより支承の小型
化とコストダウンが実現されたものであ
る。
　しかしながら、現場施工の面からみる
と、桁下空間の狭隘化による作業効率の低
下や反力壁コンクリートの施工管理の煩雑
さ等、機能分離型支承を採用することによ
る施工上の問題点も多々存在している。
　本報告では、下記工事おける施工を通し
て、機能分離型支承の取扱い、特に反力壁
コンクリートの施工に関する課題と対応
策、一考察を鋼橋上部工の現場施工の観点
から述べる。
工事概要
⑴　工 事 名：岡山西バイパス野殿高架橋

鋼上部工
⑵　発 注 者：国土交通省中部地方整備局

岡山国道事務所
⑶　工事場所：岡山県岡山市野殿西町地内

⑷　工　　期：平成20年１月12日～
　　　　　　　平成21年７月31日
⑸　橋梁形式：４径間連続非合成鋼鈑桁

２．現場における課題
　当現場における機能分離型支承の一般図
を示す。

図－１　機能分離型支承一般図
（橋軸直角方向断面図）

　小型化された鉛直沓とは別に、主桁の両
側に水平沓（ゴムバッファ）が取付き、そ
のアンカーボルトは反力壁コンクリートに
埋込む構造である。反力壁は、下部工施工
完了時点でコンクリートは打設しておら
ず、鉛直鉄筋が橋脚から突き出た状況と
なっている（写真－１）。
　水平沓設置時は、上部工施工業者が水平
沓アンカーボルトをこの鉛直鉄筋の間を縫
うように設置しなければならないが、本工
事ではこの両者が干渉する箇所が多数存在
することが明らかになった。全80基ある反
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力壁のうち、ほぼ全箇所で干渉が認めら
れ、その対処方法が一つの課題となった

（写真－１）。

　次に、干渉回避の方法として、かぶり・
鉄筋間隔が確保される範囲で鉛直鉄筋を
曲げることとした。この他、水平沓アン
カーボルトの取付け位置の変更（ゴムバッ
ファーの再製作）が考えられたが、製作時
間、コスト共に厳しいと判断した。
　142本の鉛直鉄筋（Ｄ29およびＤ35）の
曲げ加工を常温で行わなければならないこ
とから、工程上どのタイミングで行うべき
かを検討した。
　フープ筋組立時に平行して曲げ加工を行
い、水平沓アンカーボルト取付けまでを一
連の作業で行えば効率が良いように思われ
たが、作業スペースの少なさ、機械の段取
り替えの煩雑さ、鉛直鉄筋を曲げること
によりあらかじめ加工されたフープ筋が
フィットしなくなる等の問題があった。そ
こで、鉛直鉄筋の曲げ加工はフープ筋組立
までに完了させておき、その状態で再度鉛
直筋の位置の計測を行う。そして、その計
測結果に基づきフープ筋の加工形状を決定
する事とした。

　また、水平沓に取付けたアンカーボルト
は桁の温度伸縮と連動して橋軸方向に移動
する。その量は端支点（橋長＝140ｍ）に
おいて、10℃の桁温度の変化で約17mmと
なる。この状況下で反力壁のコンクリート
を打設した場合、埋め込まれたアンカーボ
ルトが初期硬化段階にあるコンクリート中
で移動し、有害なクラックが発生すること
が考えられた。そのため、コンクリート打
設に先立ち、桁の温度伸縮に伴う水平沓ア
ンカーボルトの移動を拘束する必要があ
り、この拘束方法がもう一つの課題となっ
た。

３．対応策と適用結果
ａ�）アンカーボルトと鉛直鉄筋の干渉に対

して
　橋脚から突き出した鉛直鉄筋の正確な位
置を全数計測し、アンカーボルトとの位置
関係を照査した。その結果、142箇所で大
小の干渉が確認された。ただし、両者の位
置関係はその時々の桁温度により変化する
ため、干渉箇所数も増減すると考えられ
た。

写真－１　鉛直鉄筋とアンカーボルトの干渉

写真－２　鉛直鉄筋の曲げ加工

　曲げ加工時に注意すべき点は、前述した
ように桁温度により水平沓のアンカーボル
トは移動するので、加工時の桁温度を把握
し、より安全側（干渉しない側）に加工し
なければならないことである。なお、かぶ
り・鉄筋間隔が確保されない場合には鉄筋
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を切断し、近傍にホールインアンカー形式
で必要鉄筋を追加しなければならない。
　このように、鉛直鉄筋位置の事前測量～
曲げ加工～再測量～フープ筋加工の手順を
踏むことで、水平沓アンカーボルトの取付
け、フープ筋組立、型枠設置までを施工す
る事ができた。鉛直鉄筋の地道な計測と曲
げ作業、および計測結果に基づいた一品一
様に近いフープ筋の加工、型枠加工が実を
結んだと言える。
ｂ�）水平沓アンカーボルトの移動拘束につ

いて
　コンクリート打設時期（４月）の日ごと
の気温変化を調査した。統計によれば、過
去５年以内の岡山市の４月中の日ごとの最
大気温差は17℃であったため、端支点にお
ける桁伸縮量を29mmと設定した。なお、
本橋は５つの支点があったが、その中央支
点は不動点とした。
　次に、具体的な拘束方法については、
最大29mmの移動量から水平力を計算し

「バッファ固定金具」を製作・設置するこ
ととした（写真－３、４）。この金具は、
アンカーボルトを直接固定するのではな
く、ゴムバッファの移動を拘束するものと
した。
　これは桁自体の温度伸縮を強制的に拘束
するには大きな固定金具が必要となるため
で、桁が伸縮する際にゴムバッファがせん
断変形を起こしてこれを吸収するものとし
た。このときの水平力がバッファ固定金具
に作用するので、バッファ固定金具の形状
および固定方法をよりコンパクトに収める
ことができた。また、金具の取付け箇所は
非常に狭隘で、反力壁コンクリートの型枠
および鉛直沓モルタルの型枠に干渉しない
ように配慮した。
　なお、バッファ固定金具は脚天端にホー
クカットアンカーにて取付けた。

写真－４　バッファ固定金具取付位置

写真－３　バッファ固定金具（赤いプレート）

　バッファ固定金具とゴムバッファの間の
微妙な調整は、隙間にフラットバーを挿入
することで対応し、バッファの移動拘束に
成功した。
このように、今回の２つの課題をクリアす
る事により、クラックの発生もなく品質の
よい反力壁コンクリートを施工する事が出
来た（写真－５）。
　さらに、上記以外の狭隘な支承まわり空
間に起因するトラブルを記しておく（写真
－６、７）。
　これらは下部工・支承・上部工の３図面
の不整合性によるもので、事前の基本的な
チェックで防止できた現象ではあるが、機
能分離型支承が採用されている場合、その
狭隘な空間と入り組んだ構造に注視し、よ
り一層の緻密な整合性の確認が必要と考え
られる。
　また、写真－６からわかるように桁下空
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間が狭く、調整用ジャッキの設置が困難で
あること、沓座モルタル施工の作業性の悪
さも確認できる。

４．おわりに
　機能分離型支承はその完成時を見れば非
常に優れた支承装置ではあるが、施工面に
関してはまだ課題が残されており、それは
往々にして上部工施工業者が一手に担って

いるのが現状のようである。しかし、上部
工の努力のみでは課題の解決にも限度があ
り、支承メーカー・下部工・上部工さらに
は発注者が一体となってこれと向き合い、
品質の向上を図ってゆく必要があると感じ
た。今回の工事を通じて感じた改善策を下
記に述べる。
①�　支承メーカーは、支承の構造図のみな

らず支承まわりの作業空間にも配慮した
施工手順を確立し、発注図書に織り込む
べきである。

②�　下部工は、水平沓アンカーボルトの位
置を想定しながら、位置・鉛直度共に一
定の精度を定めて鉛直筋の施工を行い、
竣工図には正確な鉛直筋位置と長さを明
記すべきである。

③�　発注者は、鉛直筋位置と長さを発注図
に明記すべきである。

④�　上部工は、基本測量により桁の平面位
置が決定してから水平沓位置と反力壁鉛
直筋との位置関係を照査し、水平沓アン
カーボルト位置を変更する照査をしなけ
ればならない。また、下部工・支承・上
部工の３図面の整合性を確認しなければ
ならない。さらに、バッファ固定金具の
設置と、鉛直筋の曲げ加工作業を視野に
入れ、効率の良い施工計画を立案・実施
し、高品質な反力壁コンクリートを施工
しなければならない。

　上記４点が重要であると考える。繰り返
しになるが、機能分離型支承はコストダウ
ンを可能にした優れた支承装置であるが、
その施工方法に課題が残されていると感じ
ている。発注者・下部工業者・上部工業
者・支承メーカーが一体となれば問題は解
決するはずで、その取組みは今後のさらな
る支承装置の発展・研磨にも寄与するので
はなかろうか。

写真－５　反力壁施工完了

写真－６　水平沓ソールプレートと下沓の干渉

写真－７　反力壁と検査路受台の干
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平成 23年度ＪＣＭセミナーのご案内（CPDS認定講習、５
「現場の失敗（平成 23 年版）」と「平成 22 年度第 15 回土木施工管理技術論文報告集」 

共催：(社)全国土木施工管理技士会連合会（ＪＣＭ）・各技士会 

■ 施工管理に関する講習会を下記日程で開催いたします。多数ご参加くださいますようご案内申し上げます。 

■ 講習の内容 

・ 「現場の失敗（平成２3年版）」（新刊）図書は、技士だけでなく発注者やコンサルタントの方にも大変参考になり

ます。 

・ 「平成２２年度第 15 回土木施工管理技術論文報告集」 134編の論文から各受賞作を中心に紹介。他現場

での技術提案などの実例が豊富に掲載されており、今後の総合評価提案作成の参考になります。                  

■ 時間割・講師                   

■ 講習地・講習日 

 員 定 場 会 習 講 日 習 講 地習講

札 幌 平成 23 年 8 月 26 日（金） セントラル札幌北ビル6Ｆ    札幌市北区北１１条西2丁目 140 人 

仙 台 平成 23 年 7 月 7 日（木）
宮城県建設産業会館１F 大会議室 

仙台市青葉区支倉町 2-48 
200 人 

千 葉 平成 2３年 ７月 １日（金）
ホテルポートプラザちば 2Ｆ「ロイヤル」  

千葉市中央区千葉港 8-5 
120 人 

東 京 平成 23 年 9 月 30 日（金） マツダ八重洲通ビル B1F    中央区八丁堀 1-10-7  70 人 

新 潟 平成 23 年 6 月 22 日（水） 新潟県建設会館 5Ｆ大会議室  新潟市中央区新光町７-5 150 人 

福 井 平成 23 年 7 月 21 日（木） 福井県建設会館 4Ｆ大会議室 福井市御幸 3-10-15 100 人 

名古屋 平成 23 年 10 月 26 日（水） 明治安田生命ビル 16 階    名古屋市中区新栄町 1-1 200 人 

兵 庫 平成 23 年 1１月 11 日（金） 兵庫県民会館 1102 室 神戸市中央区下山手通 4-16-3 140 人 

広 島 平成 23 年 10 月 6 日（木） 鯉城会館5Ｆ            広島市中区大手町1－5－3 150 人 

福 岡 平成 23 年 10 月 12 日（水） 福岡県建設技術情報ｾﾝﾀｰ 糟屋郡篠栗町大字田中315-1 190 人 

 

■お申し込み・受講料他 (振込手数料は、申込者負担 となります。) 

申込み方法 

受 講 料 

備 考 会 員（各県等土木施工 
管理技士会会員） 

一般（非技師会員） 

インターネット申込 6,000 円 8,500 円 
http://www.ejcm.or.jp/ 

メニュ－欄のＪＣＭセミナー 

紙申込 7,000 円 9,500 円 
http://www.ejcm.or.jp/ 

メニュ－欄のＪＣＭセミナー 

■学習履歴（ユニット）について 

・５ユニット（形態コード 101に該当） 

・講習会使用図書（受講料には、下記図書代金が含まれています。） 

「現場の失敗（平成２３年版）」（新刊）                           2,500 円(定価税込み) 

「平成２２年度第１５回土木施工管理技術論文報告集」（新刊）         2,000 円(定価税込み)   

・継続学習制度（ＣＰＤＳ）について 

インターネット申込では講習会の申込みと同時に、技士会連合会の継続学習制度に新規加入の申込みができます

（別途料金が必要）。この機会に継続学習を始めてはいかがでしょう。 

 

 

 

ユニット） 

 )定予( 師 講 名 習 講 間 時

10:00～11:30 

12:30～13:50 
現場の失敗（平成２３年版） 技士会連合会 職員 

14:05～15:35 
平成２２年度 第１５回 

土木施工管理技術論文報告集

講師 担当講習地 

ハタ コンサルタント㈱ 降籏 達生、他 
名古屋、福井、 

兵庫、福岡 

㈲水野テクノリサーチ  水野 哲 
仙台、千葉、  

東京、新潟 
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橋梁下部工の基礎杭（オールケーシング工法）の施工管理について

写真提供：株式会社　橋本店
　　　　　宮城県土木施工管理技士会

図－１　杭頭から400下がりまで地盤改良の
実施

図－２　t ＝ 20㎜の鉄板を溶接して掘削径
を＋ 40㎜とする

図－３　コンクリート天端に重しを設置
図－４　杭鉄筋の組立定規
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定価250円 （税・送料込み）
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社団法人 全国土木施工管理技士会連合会
The Japan Federation of Construction Managing Engineers Associations（JCM）

〒102-0074 東京都千代田区九段南4丁目8番30号
アルス市ヶ谷3階

電話03-3262-7421/FAX03-3262-7424
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技士会の

建設業全28業種の監理技術者が対象です

監理技術者講習監理技術者講習

インターネット申込受講料  9,500円
紙申込の受講料9,800円 （テキスト代・講習修了証交付手数料・消費税含む）

2011

5

昭和53年５月29日第三種郵便認可　通巻第364号

連載特集　安全のはなし⑥
　先進諸国における建設現場の労働安全
トピックス
　土木工事共通仕様書（案）の改定について
　CPDSの最近の動向
連合会だより
　機能分離型支承の反力壁コンクリートの施工について
各種募集
　第13回　現場の失敗募集
　平成23年JCMセミナーのご案内

・技士会の継続学習制度
　（CPDS）にお申し込みいただくと自
動的に学習履歴として加点されます。

・インターネット
　（http://www.ejcm.or.jp/）申込な
ら顔写真もオンライン送信できます。

県 講習地 実施日

北
　
海
　
道

札　幌

H23・６月３日㈮
H23・７月22日㈮
H23・９月22日㈭
H23・11月11日㈮
H24・１月27日㈮
H24・３月９日㈮

旭　川
H23・６月24日㈮
H23・10月14日㈮
H24・２月24日㈮

帯　広
H23・６月17日㈮
H23・10月７日㈮
H24・２月10日㈮

函　館 H23・５月12日㈭
H24・２月21日㈫

青　森 H23・９月３日㈯
栃
木 宇都宮 H23・11月17日㈭

H24・２月８日㈬

東　京

H23・６月３日㈮
H23・８月５日㈮
H23・10月21日㈮
H23・12月９日㈮

県 講習地 実施日
神
奈
川

横浜 H23・５月27日㈮
H23・９月16日㈮

山
梨 甲　府

H23・５月25日㈬
H23・10月12日㈬
H24・２月14日㈫

新　潟 H23・６月８日㈬
H24・３月６日㈫

愛
知 名古屋 H23・６月30日㈭

H23・11月25日㈮
富
山 富山 H23・10月28日㈮
福　井 H23・８月４日㈭

鳥
取

米　子 H23・10月５日㈬
鳥　取 H24・２月21日㈫
倉　吉 H23・６月21日㈫

島
根

浜　田 H23・８月23日㈫
出　雲 H23・９月６日㈫

広　島

H23・７月１日㈮
H23・９月28日㈬
H23・12月１日㈭
H24・２月１日㈬

県 講習地 実施日
山　口 H23・７月22日㈮
徳　島 H23・11月12日㈯

香
　
川

高　松
H23・７月23日㈯
H23・10月22日㈯
H24・１月21日㈯

愛
　
媛

松　山

H23・６月15日㈬
H23・８月５日㈮
H23・11月11日㈮
H24・２月24日㈮

高　知

H23・６月４日㈯
H23・８月４日㈭
H23・10月７日㈮
H24・２月３日㈮

福　岡 H23・９月14日㈬
H24・２月15日㈬

宮　崎

H23・５月11日㈬
H23・８月17日㈬
H23・11月16日㈬
H24・２月８日㈬
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